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監 査 公 表 第 ５ 号

地 方 自 治 法 （ 昭 和 22年 法 律 第 67号 ） 第 199条 第 ９ 項 の 規 定 に よ

り 、 高 知 県 知 事 等 宛 て 報 告 を 行 っ た と こ ろ 、 高 知 県 知 事 等 か ら 措

置 結 果 に つ い て 通 知 が あ っ た の で 、 同 条 第 14項 の 規 定 に よ り 、 次

の と お り 公 表 す る 。

令 和 ６ 年 ４ 月 26日

高 知 県 監 査 委 員

５ 高 行 管 第 431号

令 和 ６ 年 ３ 月 25日

高 知 県 監 査 委 員 様

高 知 県 知 事

定 期 監 査 の 結 果 に 対 す る 措 置 結 果 に つ い て （ 通 知 ）

令 和 ６ 年 ２ 月 19日 付 け ５ 高 監 報 第 130号 で 報 告 の あ り ま し た う

え の こ と に つ い て 、 指 摘 事 項 の あ っ た 機 関 か ら の 措 置 状 況 の 報 告

を も と に 、 地 方 自 治 法 第 199条 第 14項 の 規 定 に よ り 下 記 の と お り

通 知 し ま す 。

記

第 １ 意 見 に お い て 措 置 を 求 め ら れ た も の

１ 意 見

今 回 明 ら か に な っ た 事 務 処 理 の 誤 り の 多 く は 、 担 当 者 の 会

計 事 務 に 対 す る 確 認 不 足 や 知 識 不 足 と 、 決 裁 の 過 程 で 上 司 が

そ の 誤 り を 是 正 で き て い な い こ と に 起 因 し て い る 。

事 務 処 理 に 当 た っ て は 、 担 当 者 は そ の 根 拠 を 自 ら 確 認 し 行

う と と も に 、 管 理 職 員 も 十 分 に 注 意 し て 決 裁 等 の 事 務 を 行 わ

れ た い 。 ま た 、 よ り 実 効 性 の 高 い 再 発 防 止 策 を 検 討 す る な

ど 、 財 務 事 務 の 適 正 な 執 行 に 努 め ら れ た い 。

２ 意 見 に 対 す る 措 置 状 況

会 計 専 門 員 に よ る 定 期 的 な 訪 問 支 援 等 を 通 じ て 、 法 的 根 拠

等 会 計 事 務 の 基 本 と な る 考 え 方 の 習 得 に 向 け た 指 導 を 行 う と

と も に 、 会 計 事 務 の 基 礎 研 修 や 、 実 務 研 修 の 実 施 に よ り 、 職

員 が 会 計 事 務 へ の 理 解 を 深 め 、 知 識 の 向 上 を 図 る こ と が で き

る よ う 引 き 続 き 取 り 組 み ま す 。

ま た 、 各 所 属 の 決 裁 過 程 で チ ェ ッ ク の 要 と な る 次 長 等 や 会

計 事 務 に 関 し 部 下 へ の 指 導 の 中 心 と な る チ ー フ に 対 し 、 Ｏ Ｊ

Ｔ の 推 進 を 意 識 づ け る 研 修 を 行 う と と も に 、 所 属 か ら の 依 頼

に 応 じ た 出 前 研 修 の 実 施 に よ り 、 組 織 と し て の チ ェ ッ ク 機 能

の 強 化 を 図 り ま す 。

さ ら に 、 会 計 検 査 で は 、 内 部 統 制 に よ り 発 見 し た 不 備 や 不

適 切 な 事 務 処 理 に つ い て 担 当 者 及 び 管 理 職 員 へ の 聞 き 取 り を

行 い 、 実 効 性 の 高 い 再 発 防 止 策 と な る よ う 助 言 や 提 案 を 行 い

ま す 。

こ う し た 取 組 に よ り 、 内 部 統 制 制 度 の よ り 効 果 的 な 運 用 を



図 っ て い き ま す 。

併 せ て 、 本 年 度 か ら は 、 県 民 サ ー ビ ス の 向 上 と 会 計 事 務 の

効 率 化 に 向 け て 財 務 会 計 シ ス テ ム の 再 構 築 に 取 り 組 ん で お

り 、 そ の 中 で 人 為 的 な ミ ス を 防 止 す る 機 能 を 拡 充 す る な ど 、

事 務 処 理 の 誤 り を 防 ぐ た め の 仕 組 み を 幅 広 く 検 討 し て い き ま

す 。

第 ２ 指 摘 事 項 の 該 当 機 関

１ 総 務 部 須 崎 県 税 事 務 所

(１ ) 指 摘 事 項

令 和 ４ 年 11月 に 収 納 し た 法 人 県 民 税 及 び 法 人 事 業 税 に つ

い て 、 令 和 ４ 年 度 歳 入 と す る べ き と こ ろ 令 和 ５ 年 度 歳 入 と

し て い た も の が あ っ た 。

こ れ は 、 歳 入 の 会 計 年 度 所 属 区 分 に つ い て 、 随 時 の 収 入

で 、 通 知 書 等 を 発 し な い も の は 、 こ れ を 領 収 し た 日 の 属 す

る 年 度 と す る こ と を 定 め た 、 地 方 自 治 法 施 行 令 （ 昭 和 22年

政 令 第 16号 ） 第 142条 第 １ 項 第 ３ 号 の 規 定 に 反 す る 不 適 切

な 事 務 処 理 で あ る 。

再 発 防 止 に 向 け 必 要 な 措 置 を 講 じ ら れ た い 。

(２ ) 原 因 又 は 理 由

今 回 の 事 案 は 、 収 納 事 務 や 税 務 シ ス テ ム の 処 理 方 法 等 の

理 解 不 足 に 起 因 し て 発 生 し た も の で す 。

当 該 法 人 県 民 税 及 び 法 人 事 業 税 に つ い て は 、 収 納 時 に 申

告 書 の 提 出 が 無 か っ た た め 、 税 務 シ ス テ ム に お い て 、 申 告

デ ー タ が 無 い も の と し て 「 収 納 エ ラ ー 」 と な り ま し た 。 こ

の 場 合 、 調 定 内 容 等 を 確 認 し た 上 で 、 適 切 な 処 理 を 行 う 必

要 が あ り ま す が 、 令 和 ５ 年 １ 月 の 税 務 シ ス テ ム の 入 れ 替 え

に 伴 い 、 業 務 フ ロ ー や 、 そ の 他 の 処 理 方 法 が 変 更 と な っ た

こ と も あ り 、 担 当 者 及 び そ の 上 司 が 処 理 方 法 等 を 十 分 に 理

解 で き て お ら ず 、 当 該 納 税 分 に つ い て 、 令 和 ４ 年 度 の 歳 入

と す る べ き と こ ろ を 誤 っ て 令 和 ５ 年 度 の 歳 入 と し て 処 理 し

た も の で す 。

(３ ) 措 置 状 況

当 該 納 税 分 に つ い て 、 令 和 ４ 年 度 分 が 収 入 未 済 と な っ て

い る こ と を 認 識 し た 段 階 で 、 そ の 原 因 の 究 明 を 行 い 、 改 め

て 収 納 処 理 を 行 い ま し た 。 今 回 の 事 案 は 、 税 務 シ ス テ ム の

入 れ 替 え 後 、 間 も な い 時 期 に 発 生 し た も の で あ り 、 今 後

は 、 正 し い 税 務 事 務 や 税 務 シ ス テ ム の 処 理 方 法 に つ い て 研

修 を 充 実 さ せ 理 解 を 図 る こ と で 、 こ の よ う な 事 案 が 発 生 し

な い よ う 適 正 な 事 務 を 行 い ま す 。

２ 土 木 部 中 央 東 土 木 事 務 所

(１ ) 指 摘 事 項

河 川 占 用 許 可 に お い て 、 河 川 占 用 料 の 収 入 調 定 を 行 っ て

い な い も の が あ っ た 。

こ れ は 、 歳 入 徴 収 者 が 地 方 自 治 法 施 行 令 第 154条 第 １ 項

の 規 定 に よ る 歳 入 の 調 定 を し よ う と す る と き は 、 当 該 歳 入



に 係 る 法 令 、 契 約 書 そ の 他 の 関 係 書 類 に 基 づ い て 、 速 や か

に 行 わ な け れ ば な ら な い と 定 め た 、 高 知 県 会 計 規 則 （ 平 成

４ 年 高 知 県 規 則 第 ２ 号 ） 第 22条 の 規 定 に 反 す る 不 適 切 な 事

務 処 理 で あ る 。

速 や か に 是 正 措 置 を 講 じ る と と も に 、 再 発 防 止 に 向 け 必

要 な 措 置 を 講 じ ら れ た い 。

(２ ) 原 因 又 は 理 由

河 川 法 （ 昭 和 39年 法 律 第 167号 ） 第 24条 に 係 る 四 国 地 方

整 備 局 の 許 可 案 件 に つ い て は 、 河 川 課 か ら の 通 知 を 受 け て

収 入 調 定 を 行 う べ き と こ ろ 、 複 数 人 で の 確 認 を 行 っ た に も

か か わ ら ず 、 チ ェ ッ ク 機 能 が 働 か ず 、 河 川 占 用 台 帳 の 内 容

更 新 の み を 行 い 、 占 用 料 に 係 る 収 入 調 定 事 務 を 失 念 し て い

た も の で す 。

(３ ) 措 置 状 況

本 事 案 判 明 後 、 速 や か に 占 用 者 へ の 説 明 を 行 い 、 順 次 、

納 入 通 知 書 を 発 付 し 、 令 和 ５ 年 11月 21日 ま で に 調 定 漏 れ と

な っ て い た 占 用 料 に つ い て 収 納 し ま し た 。

本 事 案 に つ い て は 、 河 川 課 か ら の 通 知 文 書 を 回 議 す る 際

に 河 川 占 用 台 帳 の 内 容 更 新 を 行 っ た こ と を 記 載 し て い た も

の の 、 収 入 調 定 事 務 の 要 否 に つ い て 記 載 し て い な か っ た こ

と も 発 生 の 一 因 と な っ た こ と か ら 、 事 務 改 善 と し て 、 受 付

時 及 び 課 内 決 裁 の 各 過 程 で 河 川 占 用 台 帳 の 更 新 状 況 と と も

に 、 収 入 調 定 事 務 の 要 否 に つ い て も 記 載 し 、 担 当 、 チ ー

フ 、 課 長 に よ る 確 認 を 徹 底 す る こ と で 再 発 防 止 に 努 め ま

す 。

第 ３ 検 討 事 項 の 該 当 機 関

土 木 部 高 知 土 木 事 務 所

(１ ) 検 討 事 項

内 部 統 制 に 係 る 案 件 等 に お い て 、 組 織 と し て の チ ェ ッ ク

機 能 が 十 分 に 働 い て い な い と 考 え ら れ る 事 務 処 理 上 の 大 き

な ミ ス が 発 生 し て い る こ と か ら 、 効 果 的 な 再 発 防 止 策 に つ

い て 更 な る 検 討 を 求 め る 。

(２ ) 原 因 又 は 理 由

組 織 と し て の 確 認 体 制 が 十 分 で な か っ た こ と や 事 務 処 理

に 係 る 情 報 共 有 が 図 ら れ て い な か っ た こ と か ら 、 許 認 可 事

務 に お け る 収 入 調 定 の 遅 延 や 納 入 通 知 書 の 送 付 漏 れ な ど 、

適 正 で な い 事 務 処 理 が 複 数 発 生 し ま し た 。

(３ ) 措 置 状 況

事 務 処 理 に お い て 、 チ ェ ッ ク シ ー ト を 活 用 、 改 善 し な が

ら 、 決 裁 ル ー ト 上 の メ ン バ ー 全 員 が 当 事 者 意 識 を 持 っ て

チ ェ ッ ク す る こ と を 徹 底 し ま す 。

ま た 、 会 計 事 務 の 知 識 の 定 着 や 職 員 の 意 識 付 け の 強 化 を

図 る こ と を 目 的 と し た 研 修 を 実 施 す る ほ か 、 日 頃 か ら 職 員

間 の 情 報 共 有 を 図 り つ つ 、 占 用 許 可 等 の 管 理 資 料 の 共 有 や

不 備 が 判 明 し た 際 に は 業 務 改 善 の た め の 検 討 会 を 行 う こ と



な ど に よ り 、 組 織 と し て の 管 理 体 制 を 強 化 し チ ェ ッ ク 機 能

の 向 上 を 図 り ま す 。

５ 高 教 政 第 108 1号

令 和 ６ 年 ３ 月 27日

高 知 県 監 査 委 員 様

高 知 県 教 育 長

定 期 監 査 の 結 果 に 基 づ く 措 置 状 況 に つ い て （ 通 知 ）

令 和 ６ 年 ２ 月 19日 付 け ５ 高 監 報 第 130号 で 報 告 の あ り ま し た 定

期 監 査 の 結 果 に 基 づ く 措 置 状 況 等 に つ い て 、 下 記 の と お り 措 置 し

ま し た の で 、 地 方 自 治 法 第 199 条 第 14項 の 規 定 に よ り 通 知 し ま

す 。

記

機 関 名 ： 高 知 追 手 前 高 等 学 校

(１ ) 指 摘 事 項

生 産 物 の 売 払 い に お い て 、 令 和 ４ 年 度 に 収 入 調 定 を 行 う べ

き と こ ろ 、 令 和 ５ 年 度 に 行 っ て い た も の が あ っ た 。

こ れ は 、 普 通 地 方 公 共 団 体 の 会 計 年 度 は 、 毎 年 ４ 月 １ 日 に

始 ま り 、 翌 年 ３ 月 31日 に 終 わ る と 定 め た 地 方 自 治 法 第 208条

に 規 定 す る 会 計 年 度 及 び そ の 独 立 の 原 則 に 反 す る 不 適 切 な 事

務 処 理 で あ る 。

ま た 、 歳 入 徴 収 者 が 地 方 自 治 法 施 行 令 第 154条 第 １ 項 の 規

定 に よ る 歳 入 の 調 定 を し よ う と す る と き は 、 当 該 歳 入 に 係 る

法 令 、 契 約 書 そ の 他 の 関 係 書 類 に 基 づ い て 、 速 や か に 行 わ な

け れ ば な ら な い と 定 め た 、 高 知 県 会 計 規 則 第 22条 の 規 定 に 反

す る 不 適 切 な 事 務 処 理 で あ る 。

再 発 防 止 に 向 け 必 要 な 措 置 を 講 じ ら れ た い 。

(２ ) 原 因 又 は 理 由

生 産 物 売 払 い の 事 務 手 続 き に つ い て 、 所 属 内 及 び 相 手 方 と

の 連 携 不 足 に よ り 、 売 払 代 金 の 納 入 方 法 等 に 関 す る 確 認 及 び

調 整 が 十 分 に 行 え て い な か っ た こ と か ら 、 結 果 的 に 事 務 処 理

が 遅 延 し 、 収 入 の 受 入 が 翌 年 度 に な っ た こ と に よ る も の で

す 。

(３ ) 措 置 状 況

所 属 職 員 に 対 し て 、 今 回 の 指 摘 内 容 の 情 報 共 有 を 行 い 、 所

属 内 や 相 手 方 と の 連 携 を 十 分 に 図 り 、 事 務 手 続 き の 確 認 や 調

整 を 確 実 に 行 う こ と 、 ま た 、 適 正 か つ 速 や か に 事 務 処 理 を 行

わ な け れ ば な ら な い こ と に つ い て 周 知 徹 底 し ま し た 。

今 後 は 、 生 産 物 売 払 い の 事 務 手 続 き の 際 に 、 管 理 職 員 等 を

含 め た 複 数 の 職 員 で 確 認 を 行 う こ と に よ り 、 再 発 防 止 に 努 め

て ま い り ま す 。

機 関 名 ： 高 知 農 業 高 等 学 校

(１ ) 指 摘 事 項

生 産 物 の 売 払 い に お い て 、 令 和 ４ 年 度 に 収 入 調 定 を 行 う べ

き と こ ろ 、 令 和 ５ 年 度 に 行 っ て い た も の が あ っ た 。

こ れ は 、 普 通 地 方 公 共 団 体 の 会 計 年 度 は 、 毎 年 ４ 月 １ 日 に



始 ま り 、 翌 年 ３ 月 31日 に 終 わ る と 定 め た 地 方 自 治 法 第 208条

に 規 定 す る 会 計 年 度 及 び そ の 独 立 の 原 則 に 反 す る 不 適 切 な 事

務 処 理 で あ る 。

ま た 、 歳 入 徴 収 者 が 地 方 自 治 法 施 行 令 第 154条 第 １ 項 の 規

定 に よ る 歳 入 の 調 定 を し よ う と す る と き は 、 当 該 歳 入 に 係 る

法 令 、 契 約 書 そ の 他 の 関 係 書 類 に 基 づ い て 、 速 や か に 行 わ な

け れ ば な ら な い と 定 め た 、 高 知 県 会 計 規 則 第 22条 の 規 定 に 反

す る 不 適 切 な 事 務 処 理 で あ る 。

再 発 防 止 に 向 け 必 要 な 措 置 を 講 じ ら れ た い 。

(２ ) 原 因 又 は 理 由

生 産 物 売 払 い の 事 務 手 続 き に つ い て 、 所 属 内 及 び 相 手 方 と

の 連 携 不 足 に よ り 、 売 払 代 金 の 納 入 方 法 等 に 関 す る 確 認 及 び

調 整 が 十 分 に 行 え て い な か っ た こ と か ら 、 結 果 的 に 事 務 処 理

が 遅 延 し 、 収 入 の 受 入 が 翌 年 度 に な っ た こ と に よ る も の で

す 。

(３ ) 措 置 状 況

所 属 職 員 に 対 し て 、 今 回 の 指 摘 内 容 の 情 報 共 有 を 行 い 、 所

属 内 や 相 手 方 と の 連 携 を 十 分 に 図 り 、 事 務 手 続 き の 確 認 や 調

整 を 確 実 に 行 う こ と 、 ま た 、 適 正 か つ 速 や か に 事 務 処 理 を 行

わ な け れ ば な ら な い こ と に つ い て 周 知 徹 底 し ま し た 。

今 後 は 、 生 産 物 売 払 い の 事 務 手 続 き の 際 に 、 管 理 職 員 等 を

含 め た 複 数 の 職 員 で 確 認 を 行 う こ と に よ り 、 再 発 防 止 に 努 め

て ま い り ま す 。

機 関 名 ： 幡 多 農 業 高 等 学 校

(１ ) 指 摘 事 項

生 産 物 の 売 払 い に お い て 、 令 和 ４ 年 度 に 収 入 調 定 を 行 う べ

き と こ ろ 、 令 和 ５ 年 度 に 行 っ て い た も の が あ っ た 。

こ れ は 、 普 通 地 方 公 共 団 体 の 会 計 年 度 は 、 毎 年 ４ 月 １ 日 に
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に 規 定 す る 会 計 年 度 及 び そ の 独 立 の 原 則 に 反 す る 不 適 切 な 事

務 処 理 で あ る 。

ま た 、 歳 入 徴 収 者 が 地 方 自 治 法 施 行 令 第 154条 第 １ 項 の 規

定 に よ る 歳 入 の 調 定 を し よ う と す る と き は 、 当 該 歳 入 に 係 る

法 令 、 契 約 書 そ の 他 の 関 係 書 類 に 基 づ い て 、 速 や か に 行 わ な

け れ ば な ら な い と 定 め た 、 高 知 県 会 計 規 則 第 22条 の 規 定 に 反

す る 不 適 切 な 事 務 処 理 で あ る 。

再 発 防 止 に 向 け 必 要 な 措 置 を 講 じ ら れ た い 。

(２ ) 原 因 又 は 理 由

生 産 物 売 払 い の 事 務 手 続 き に つ い て 、 所 属 内 及 び 相 手 方 と

の 連 携 不 足 に よ り 、 売 払 代 金 の 納 入 方 法 等 に 関 す る 確 認 及 び

調 整 が 十 分 に 行 え て い な か っ た こ と か ら 、 結 果 的 に 事 務 処 理

が 遅 延 し 、 収 入 の 受 入 が 翌 年 度 に な っ た こ と に よ る も の で

す 。

(３ ) 措 置 状 況

所 属 職 員 に 対 し て 、 今 回 の 指 摘 内 容 の 情 報 共 有 を 行 い 、 所



属 内 や 相 手 方 と の 連 携 を 十 分 に 図 り 、 事 務 手 続 き の 確 認 や 調

整 を 確 実 に 行 う こ と 、 ま た 、 適 正 か つ 速 や か に 事 務 処 理 を 行

わ な け れ ば な ら な い こ と に つ い て 周 知 徹 底 し ま し た 。

今 後 は 、 生 産 物 売 払 い の 事 務 手 続 き の 際 に 、 管 理 職 員 等 を

含 め た 複 数 の 職 員 で 確 認 を 行 う こ と に よ り 、 再 発 防 止 に 努 め

て ま い り ま す 。


